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　Research on the history of Japan's public records system, which began in the Meiji 
era, has made great strides through the investigation and documentation of past rules 
and examples. This information is used as basic materials.
　However, there are many areas in which the specific impact of the policies of the 
National Personnel Authority and the Administration Agency, which were involved in 
the administration of public records after World War II, on other ministries and 
agencies has not been clarified. In particular, research targeting local agencies lacks the 
results of research on basic materials.
　In this paper, we identified the rules regarding the public records administration of 
the Hokkaido Development Agency and its local agencies, and considered their 
contents.
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3 ―― 同法第 4 条が「経緯も含めた意思決定に至る過程並びに当該行政機関の事務及び事業の実績を合理的に
跡付け、又は検証することができるよう」、行政文書の作成義務を課し、「行政文書の管理に関するガイドラ











5 ―― 「北海道開発法」1950年 5 月 1 日（国立公文書館所蔵／類03465100）。
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10 ―― 前掲注 6 、319頁（付録CD-ROM所収）。
11 ―― 主なところでは、1960年に漁政課を新設、72年に経済課と計画官を新設、84年に企画官、88年に広報
官を総務課に設置したほか、98年には企画室にアイヌ施策室がおかれている。
12 ―― 「北海道開発庁組織令」1952年 8 月30日（国立公文書館所蔵／類03656100）第 3 条第 5 号。なお発足時
の「北海道開発庁組織規程」1950年 8 月26日訓令第 1 号（『法令全書』1950年 8 月）では「文書に関する事項」
を所掌すると規定されていた（第 3 条第 4 号）。
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13 ―― 「北海道開発局組織規程を定める総理府令」1951年 8 月31日（国立公文書館所蔵／平 1 総00027100）第
2 条。
14 ―― 北海道開発庁『北海道開発庁30年史』（北海道開発庁、1981年）326～327頁。


































16 ―― 「北海道開発庁文書管理規程の制定について」1971年 6 月16日幹部会議資料（情報公開請求により国土
交通省より入手、以下これらを「開示文書」という）。
17 ―― 行政管理庁行政管理局行政能率調査班『第 2 回各省庁統一文書管理改善週間実施結果報告書』（1968年
12月）、23頁。
18 ―― 前掲注16。「資料」については62年11月 1 日にその総合的管理を行うための「資料室」が設置されてい
た（行政管理庁『行政運営の改善に関する総合監察結果報告書』（1965年 6 月）、 9 頁）。
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23 ―― 「北海道開発局文書管理規程の改正について」1973年 3 月（開示文書）。
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局についてもおおむね同様の傾向を読み取ることができる【表 1 - 1 】。
　もっとも、北海道開発局からの移管文書はその多くが公共工事に係る「工事誌」であり、
移管基準による偏差が生じている可能性もあるので、国土交通省の保有行政文書について











25 ―― 「北海道開発局マイクロフイルム文書取扱規程」1976年 2 月25日北開局総第100号（開示文書）。
表 1 - 1  ── 国立公文書館への移管文書の概数（平成30年度保存期間満了文書まで）  単位：冊
不明 昭和20年代 昭和30年代 昭和40年代 昭和50年代 昭和60年代
本庁 2 1 0 0 23 0
北海道開発局 8 1 0 6 46 35
＊「昭和60年代」は2001（平成13）年の中央省庁等再編までを対象とした。
表 1 - 2  ── 国土交通省保有行政文書における「旧北海道開発庁文書」の概数  単位：件
1950年代 1960年代 1970年代 1980年代 1990年代
本庁 0 0 0 34 177
北海道開発局 89 834 1,951 4,793 16,972
＊「1990年代」は2001年の中央省庁等再編までを対象とした。
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第 1 回（1967年） 14 21 2
第 2 回（1968年） 22.41 10 11
第 3 回（1969年） 20.5 10 12.2
第 4 回（1970年） ― ― ―
第 5 回（1971年） ― ― ―
第 6 回（1972年） 38 25 6
第 7 回（1973年） 30.94 30 2.1
第 8 回（1974年） ― ― ―
第 9 回（1975年） 37.3 48 132.9





































GCAS Report Vol.10 2021　学習院大学大学院人文科学研究科アーカイブズ学専攻
 1 























































































































































































   
33




3   
4   
5   
 

























47 6 19 6 9 30 10 52 4 18
1 60 4 6 1 1 18 1 5 6
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